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会 計 シ ステ ム と情 報 処 理

一 会計情報 システ ム構 築へのア プ ローチ ー
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1会 計情報 システムの特徴

周知 の ように,1966年 のASOBATの 公 表 以来,会 計 情 報 シ ス テ ムの

概 念 モ デ ル の形式 とその機能 につ いて,多 数 の論 者 が 種 々の見解 を発 表 して
タ くの

きた に もかかわ らず,今 だ に統 一 的 見 解 を 確 立す るに は至 らないpで あ るp

,企 業 会 計 制 度 の も とに,長 期 間 にわ た る伝統 的会 計 処 理 技術 に支え られた

会計 システムは,コ ソ ピ ュー タ ・イ ンパ ク トお よび情報諸科学 の影響に よっ

て,新 しい会 計 領 域 の拡 張 を余 儀 な くされてお り,そ こに形 成 され るべ き新

しい会 計 システ ムを総称 して,会 計情 報 シス テ ム(AccountingInformation

System)と して の展 開を は か る突破 口の役 割をはた したのが,ASOBAT

で あ る。

ASOBATに よれば,「 会 計 は 本 質 的 に は1つ の情 …報 シ ス テ ムで あ る。

も っ と正確 にいえば,会 計 は情 報 の一 般 理 論 を 効果 的 な経済活 動に関す る問

題 に適 用 した ものであ る。会計 はま た,量 的 に表 現 され た 意 思 決定 の た めの

情報 を提供す る一・般情報 システ ムの うちでの大 部分 を占めている。 この よ う

(1)ASOBATと は,AStatementofBasicAccountingTheorybyAmericall

AccountingAssociation,1966.
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な状 況 の も とで は,会 計 は 活 動 全体 の一 般 情 報 シ ス テムの一 部であ るととも
(2)

に,情 報概念と境を接 している基本的領域の一部分で もある。」

すなわち,会 計情報システムは,企 業の経営活動の全般にわたって,(1)事

後計算(報 告的会計)② 現在計算(管 理的会計)(3)事 前計算(予 測的会計)

のそれぞれの情報を提供 し,'経営意思決定に役立つ情報 システムとなるので

ある。

ところで,伝 統的会計理論に準拠 して述べるな らば,「 会計 とは,少 なく

とも一部分は財務的な性格をもつ諸取引および諸事実を,あ る1つ の意味あ

る方法により,ま た,貨 幣を表現単位 として,記 録,分 類,総 括 し,そ の結
くの

果を解釈 す るところの技術で ある」 と定義 され るで あろ う。

伝統 的会計理論 におけ る会計の基 本的機能は,測 定(measurement)と 伝

達(communication)に あ るので あ り,会 計発 達 史 上,つ ね に経 営 計 算制 度

と して の役 割 をはた して きた会計は,今 日の よ うな経 済 環 境 の変 動 の激 しさ

に もとつ く経営 管理 目標 の高度化 と,企 業 の社 会 性 の増 大 に と もな う利害調

整機能 の複雑化に よって,そ の測 定 方 法 の 多 元化 と,伝 達 方 法 の 改善 を必 須

の もの と してい る。

1・E.McNeillに よれば,「 会 計 とは,意 思 決 定 に役 立 つ 財務 情 報 を提 供す

る情報 システ ムであ り,シ ス テ ム と して の会 計 を研 究 す ることは,よ り有 意

くの

義 な か つ 理 解 しや す い 多 くの 問 題 を 提 供 す る の で あ る。」 こ こ で わ れ わ れ が

注 目す べ き こ と は,最 近 に お け る 会 計 へ の 情 報 シ ス テ ム ズ ・ア プ ロ ー チ の 適

用 で あ る。

ThomasR・Princeは,そ の 著 書``InformationSystemsforManage-

mentPlanningandContror'の な か で,情 報 シ ス テ ム ズ ・ア プ ロ ー チ の 特

(2)A.A.A・,AStatementofBasicAccouutingTheory,1966・P・64・(飯 野 利

夫 訳 「基 礎 的 会 計 理 論 」p・92・)

(3)theAmericanInstituteofAccountants,AccountingResearchBulletin,

No.7,p.58.

(4)1・E・McNeill,FinancialAccounting:aDecisionInformationSystem・

1971.prefacex.
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(5)

徴 につ いて,次 の よ うに説 明す る。 す なわ ち,情 報 シス テ ムズ ・ア プ ローチ

は,さ まざ まの 環 境 の も とで の 企 業 活動を 「処理」 しよ うとす る 試みで あ

り,企 業 組 織 あ るい は そ の 部 門 や部 分を研究す るための1つ の新 しい ア プ ロ

ーチ を表 わ して いる。基本的 には,シ ス テ ム分 析者 は,企 業 経 営者 が 行 なわ

な けれ ば な らない主要な意思決定(フ ォ ーマ ルな もの も イ ン フ ォ ーマル なも

の も,明 示 的 な もの も暗黙 的 な もの を含め,す べ て の 意 思決 定)を,(1)意 思

決 定 が 関 係 して い る一 般領 域,② 決 定 過 程 の時 間 の 次 元,(3)決 定 過 程 に おけ

る類似 した 情 報 要 求,の3つ の組 合せ に基 づ いた 範疇 に 分類 しよ うと してい

る。

これ ら3つ の性 格 を も った 意 思決 定 の集 ま りこそが,「 情 報 シス テ ム」 の

核 で あ る。 シ ステ ム分析者 は,組 織 の大 小 にか か わ りな く,こ の意 思 決 定 の

集 ま りと意 思 決 定 過程に関連 した,す べ て の情 報 の流 れ を 明 らか にす ること

に関係 してい る。関連す る意思決定 のそれ ぞれ の集 ま りを描 き図式化 した こ

の情報 の流 れのネ ッ トワー クは,1つ の 「シ ス テ ム」 を 構成 す る。 そ れ ぞれ

の ネ ッ トワ・一クない し 「システム」 は 「情報 の流れ」を焦点 とす るので,そ

の ネ ッ トワー クは,「 情 報 シス テ ム」 と呼 ば れ る。 この よ うに,情 報 シス テ

ム ズ ・ア プ ローチは,シ ステ ム分 析 者 が,企 業 活 動 の プ ロセ ス に おけ る主要

な情報 システ ムの1つ1つ を 把 握 しうる よ うに,企 業 組 織 あ るい はそ の部 分
くの ダ

を観察 し分析す るた めの特殊 な方法であ る。

この情報 システ ムズ ・アプ ローチについての特徴 のなかで,わ れ わ れ が 最

も重 視す べ き点 は,そ の ア プ ローチ の重 点が,伝 統 的 会 計 理 論 の よ うに 「情

報 利 用」にではな く,「 情報 要 求」 に おか れ て い る こ とであ る。 そ して,こ

の よ うな シ ス テ ム ズ ・ア プ ローチの 企業組織への適用 は,管 理 科 学,行 動

科 学,情 報 科 学 な どの発 展 に よっ て,よ り現実 的 要 請 が 高 ま って きた のであ

る。

(5)ThomasRPrince,InformationSystemsforManagementPlanningand

Control,1966・p・8～9・(宮 川 公 男 監 訳 「計 画 と 管 理 の た め の 情 報 シ ス テ ム 」

P.8～9.)

(6)ThomasR.Prince,ibid。,P.9.(同 邦 訳P.9.)
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そ のた めに,情 報 シ ステ ム と して の会 計 につ いての研究か ら着 手 され る こ

とにな るのであ ろ うが,そ れ に は,会 計 シ ステ ムの原 理 的 お よび 実 証的 考察

に ζって,コ ソ ピ ュー タに よる会 計 情 報 シ ステ ム構築 へのアプ ローチを展 開

しなければ な らないのであ る。

す なわ ち,制 度 会 計 との接 合 を意 図 しな が ら,会 計 の情 報 シ ス テ ム ズ ・ア

プ ローチ を 展 開す るためには,監 査 可 能 なEDP会 計 フ ァイル の 作 成 と機

密 保 持 の手 法を中心に して,コ ソ ピ ュータに よ る会 計 処理 の流れ のフ レーム

ワークを,企 業 活 動 に お け る取 引 の発 生 か ら会計 監査 にいた るまで の全ての

プ ロセスについて明 らかに しなければ な らないのであ る。 しか し,こ こで重

要 な こ とは,現 実 の 企業 経 営 が,依 然 と して人 間 中心 のmansystemと し

て の企 業 会 計 制 度 に 準 拠 した制 度会計で ある点であ る。

この よ うな 現状 システムを,機 械 中心 のmachinesystemで あ る コン ピ

ェー タ ・シス テ ムに 移 行す るた めには,商 法,税 法,大 蔵 省 財 務 諸表 規 則 な

ど との調 整 を含めて,解 決 され るべ き数 多 くの問 題 点 を残 した ままであ る。

そ の意味 において コソ ピュータ ・システムは,い まだ に理 想 シ ス テ ムな ので

あ っ て,ま た経 済性 の見 地 か ら言 っ て も,現 実 に はmanとmachineに よ

るbatch処 理 を複 合 的 に 組み 合 せ た 妥 協 システム と してのman=machine

systemと して展 開 され ざ るを え な い ので ある。

しか しなが ら,伝 統 的 に 企 業 の 経営 計 算 制度 と して,固 有 の会 計 思 考 に

も とつ く 企 業 会 計制度 と して 展 開 され る 会 計 システ ムは,企 業 経 営 にお け

る情 報 シ ステ ム と して,全 社 的 観 点か らの 判 断 を 可 能 にす る,ト ー タル シ

ス テ ム的 に 実 在 す る唯一 の システ ムであ る。 す なわ ち,企 業 の他 の情 報 シ

ス テ ムを も含 め た総称 である 管理 情報 システ ム(ManagementInformation

Systems)あ る い は企 業 情報 シ ステ ム(BusinessInformationSyβtems)を

構 築 す る場 合 に は,そ の 最 も中核 的 な役 割 を は たす サ ブシステムと しての会

計 システ ムを考察す ることか ら着手す るのが,極 め て有 効 な 手 段 とな るので

あ る。

MIS研 究 に つ い て は,マ ネ ジ メン トへ の情 報 シス テ ムズ ・アプ ローチの
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展開 と して,1961年 のJ・D・Gallagher以 降,多 数 の論者 に よって,そ の概

念 モデ ル の形 成 と機 能 につ いての見解 が発表 され てきたが,情 報 シス テ ムの

概 念 モデ ル を形 成 す る場合の指導理 念 と しての役割 に終始す るのみで,機 能

分 析 に まで 達 す る 研 究 は,1970年 代 に な っ て 若 干試 み られ る よ うにな った

ばか りであ る。

最近で は,ThomasRPrinceの 研 究 以 降,MISとAccountingを 関連

づ け よ うとす る試 み が 顕 著 とな ってきてい る。す なわち,MIS研 究 の 第7一

歩 と して,情 報 シ ス テ ム と して の会 計 に関す る研究が,極 め て実 証 性 の 急務 、

な課 題 と して認識 され るよ うになった といえ るであろ う。

この よ うに,会 計情 報 シス テ ムの特徴 は,ま ず 第1に,伝 統 的 会計 理 論 か

ら脱 却 して新 しい会計 の領域を形成す る場 合の概 念 モデル と して,第2に,

MISの 主 要 な サ ブ シス テ ム と して,そ の 機能 分 析 に関 す る実 証 研究 の第一

歩 と して展 開 され るところにみ られ るのであ る。会計 システ ムへの情報 シス

テムズ ・アプ ローチ と して特徴づけ られ る この研究領域の発展 いかんに よっ

ては,現 代 会計 学 の体 系 や 会 計 専 門家 の役割が著 しく変革 され ることに もな

るで あろ うが,し か し現 状 は ま さに混 乱 の るつ ぼ と化 してい るといえ よ う。

皿 会計情報 システ ムの発展過程

すでに紹介 したASOBATは,会 計理論の新展開を示唆する文献 と して

つとに注 目をあつめている。 この報告書の主張の要点は,会 計システムの役

割を,会 計情報 とい う概念を強調す ることによらて,会 計情報 システムによ

る経済的惰報の提供機能に求めていることである。 この報告書の特徴を要約

すれば,つ ぎの五 点 で あ る。

第 一 は,こ の報 告 書 全体 にわ た って,統 合 的会 計情 報 シ ス テ ムの確 立 を志

向 している点であ る。 この点につ いては,従 来 か らのMISと の 関連 性 を検

討 す る こ とが 重 要 で あ るが,報 告 書 は これ を無 視 して い る のか,あ るい は暗

黙 の うち に 同義 に,ま た はMISの 一環 な い しは交 差 関 係 と して解 している

と考え られ る。
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第 二 は,多 元 的 評価 に よる複 合 的報 告 書 の作成 を勧告 して いるのであ る。

従来か らの 原価主義 と 時価主義 との 対 立問題は,企 業 の 内外 の利害 関係 者

た ち の 情 報要求を 充足す るための ニ ュー トラル な 情報を提供す るGeneral

PurPoseRePortの 作 成 に よ って,解 決 しよ うと 意 図す るの で あ る。 複合

的報告書は,貨 幣 的 評 価 のみ な らず,物 量 基 準 も 含 め た 非 貨 幣 的 評 価 も導

入す ることに よって,1つ のGeneralPurposeReportと 多 数 のSatellite

Reportsと か ら構成 され るので あ る。

第 三 は,こ の報 告 書 に お い て 主 張 され て いる統 合的会計情報 システ ムは,

財務 会 計 と管理 会 計 との統 合見 解 と して理解 され る点であ る。 この見解 につ

いては,従 来 か ら論 議 され て い るが,経 営 管理 者 の 情 報要 求 を伝 統 的 モデル

か らの会計情報 と伝統的 モデルに よ らない会計情報 とに区分 して,基 本 的 に

は統 合的 会 計 情 報 シ ス テ ム と して両者 を統合す る見解 とい う点に新展 開がみ

られ る。

第四に,将 来 の会 計 学 の領 域 と関連 諸科 学 との問題 について,新 た な問 題

提 起 を お こな って い る点で あ る。報告書は この点につ いて第5章 の なか で,

将 来 の会 計 シ ス テ ムに つ い て,(1)会 計 の 目的 を過 去 ・現 在 ・未 来 の社会経 済

活動 をあ らわすデ ータの測定 と伝達 と し,② コン ピ ュー タの発 展 に よる会 計

情 報 と意思決定過程 とのon-line化,(3)ニ ュー トラル な会 計 情 報 の確 立,(4)

シス テ ム ・エ ンジ ニ ア リソ グ,行 動 科 学,管 理 科学,情 報 理 論 な どの会 計 シ

ステ ムへ の導入,(5)管 理 情 報 シス テ ムの一環 と して の会計情報 システムの確

立な どを予見 し,将 来 の会 計 理 論 は,descriptiveな 科 学 か らnormativeな

科 学 へ と展 開す る。 また 将 来 の会計学 の研究領域 と して,(1)社 会,組 織 体,

個 人 そ れ ぞれ の欲 求 の性 質,(2)測 定 値 が人 間行 為 に及 ぼ す 影響,(3)情 報 お よ

び測 定 値 の性 質等 の探 究 を示 してい る。

第五 は,経 営 管理 機 能 との関 連 か ら,測 定 科 学 と して の 会 計学 の基 本 機能

を,計 画 のた め の情 報,統 制 のた め の情 報 を提 供 す る点 で と らえている こと

である。 ここに おいて,H・A・Simon教 授 の主 張 す るprogrammedactivi-

tiesとnonprogrammedactivitiesと い う分類 を援 用 して,経 営 管理 者 の職
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能 と会 計情報 との問題に新局面 をみ いだそ うと してい る点は注 目に値す るも

のであ る。

以上 の点において,ASOBATは,従 来 のAAAの 伝 統 的 な観 点 か ら離

れ て,新 しい角 度 か ら会 計 の一 般 原 則 を根底か ら築 き上げ よ うと している と

いえ よ う。すなわ ち,ASOBATは,会 計情 報 に対 す る基 準 と して,(1)目

的 適 合 性,(2)検 証 可 能 性,(3)不 偏 性,(4)量 的 表 現 可 能 性 とい う4つ の 基 準 を

あげ て お り,さ らに 会 計情 報 に対 す る伝 達 の指針 として,(1)予 期 され た 利 用

に対 す る適 命 性,(2)重 要 な 関係 の 明示,(3)環 境 的 情 報 の 付記,(4)会 計 単 位 内

部 お よび相 互 間 の 実務 の統一性,(5)会 計 実務 の期 間的 継 続 性 とい う5つ の指
(7)

針をあげている。

ASOBATに よれば,「 これ らの諸基準は潜在的な会計情報を評価する

ための規準 となる。それ らの基準は,あ る資料を会計情報のなかにふ くめる
くの

べ きか,そ れ とも会計情報か ら排除すべきかの基準 となる。」のであ り,こ

れ らの諸基準は,「 第一に,そ れ らは会計方法の適切性または妥当性をそれ

が作 り出す情報の側か ら評価す るための基礎または出発点を構成す るとい う

こと,そ して第二に,そ れ らは特定の用途に関連 した情報に要求される基準
(9)

への遵守 の程度 を決定す るための機構 を提供す ること」 とい う2つ の 目的 に

役 だ つ もの であ る と してい る。

これ らの 会計諸基準 お よび 会計情報 に 対 す る 伝達 の 指針は,そ の後 も

AAAの 各 種 小 委 員 会 に おい て,か な りの程 度 に検 討 され,そ の結 果 が 報 告

され て い るが,会 計 基 準 と して 「経 済 的 実 行 可 能性」が追加 されているのが

注 目され るけれ ども,ASOBATを 決 定 的 な新 しい 会計 基 準 と して位置づ

け るには至 らないので ある。

ここで,目 的 適 合 性 とは,関 連 情 報(relevantinformations)を 強 調 す る

も ので,情 報 要 求 を いか に 充足 し うるか につ いての基 準であ る。検証可能性

(7)A・A・A・,op・cit。p・7～18・(同 邦 訳p・11～28・)

(8)A・A・A。ibid・,p・8・(同 邦 訳p・13・)

(g)A.A.A.,ibid,,p.8.(同 邦 訳p・13・)
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とは,ア カウソタビィリテイについての基準であ り,情 報源にまでさかのぼ

るチ ェックを可能にするための基準である。不偏性とは,事 実が最大限可能

の範囲で,公 正に処理 され伝達 され るための基準であ り,情 報処理技術の偏

見介入の防止基準である。量的表現可能性 とは,伝 統的会計理論における貨

幣価値評価に よる一元的評価方式か ら非貨幣的評価をもふ くめた多元的評価

方式をはかる場合の制約条件として,情 報の量的表現可能性についての基準

である。

これ らASOBATに おける会計の諸基準は,会 計についての固有の基準

とい うよりも,情 報の一般的属性 としてとりあげても,何 ら異論の余地のな

いところに,今 だに新会計基準 として評価されない論拠がみ られ る。それゆ

えに,ASOBATを 新 しい会計基準の確立をめざす1つ の突破 口とするた

めにも,今 後の継続的な再検討 こそが必要とされる。

すでに検討 したように,会 計情報システムは,伝 統的会計理論か ら脱却 し

て新 しい会計の領域を形成す る場合の概念モデルとしてとらえ られるのであ

るが,は た して伝統的会計モデルとコンピュータ ・ベースの会計モデルは融

合可能なものであるのか,あ るいは異質のものであろ うか。それについて検

討するためには,ま ず最初に,情 報処理方式の発達にともな う会計モデルへ

の影響 について考察す ることか らは じめるべ きであろ う。すなわち,そ れに

よって 結果的には,会 計情報 システム の 発展過程がのべ られることになろ

う。

会計情報システムの発展過程について,情 報処理技術の発達 とむすびつけ

てと らえることは,会 計情報システム構築へのアプローチと して も有効であ

ろ う。 ここでは,会 計システムを形成するための情報処理技術の発達を中心

に して,マ ニュアル ・システムか らマシン ・システムへ,さ らにマソーマシ

ン ・システムへの発展をあとづけてみよう。

手作業 システム時代の会計システムは,ヨ ミ・カキ ・ソロバンとい う言葉

に象徴 されるように,帳 票を中心 とす る手作業 システムとして展開され,今

日の複式簿記機構にまで精緻化 されてきている。
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この よ うな手作業 に よる会計業務 の第1期 の機 械 化 シス テ ム と して,多 く

の 単 能機 が 開発 され て適 用 され,次 第 に 記 録 ・計 算 ・分 類 ・作表 ・伝達 とい

う各機 能は複合 され て,多 能機 が 登場 す る よ うに な る。

会 計業務の第2期 の機 械 化 シス テ ムは,Punchedcardsystemと して,

パ ンチ ・カ ー ドを媒 体 とす る機 械化 システム相互の統合化 をはか った ところ

に特徴 があ り,デ ー タ ・プ ロセ ッシン グ ・シ ス テムの基礎 を形成 したのであ

る。

会計業務の第3期 の機 械 化 シス テ ムは,エ レ ク トロニ クス を導 入 してデ ー・・一

タ ・プロセ ッシソグ ・システ ムを 形成す るEDPSを 登 場 せ しめ る。 この

よ うなPCSとEDPSの 発 展 は,会 計 シ ス テ ムの形 式 に与 え る影響 も大

き く,会 計業 務 の機 械 化か ら,機 械 化 会 計 、EDP会 計 と して新 しい会 計 の

領 域 を もた ら したのであ る。

このデ ータ ・プ ロセ ッシング ・システ ムは,次 第 に トー タル ・シス テ ム概

念 を 導入 して,IntegratedDataProcessingSystemと して,ま す ます 大 規

模 一 貫 集 中処 理 方 式 を特徴 とす る情報の大量生産時代をむか えることにな る

が,こ の情 報 氾 濫 時 代 を 通 じて,情 報 の価 値 と コス トが 注 目され るよ うにな

る。

こ うして デ ータ ・プ ロセ ッシング ・システム は,情 報 処 理 シ ス チ ム と し

て,情 報 の量 か ら質 へ の転 換 を は か ることに な り,情 報 シ ステ ム と して の会

計 モ デ ル の時代をむか えたのが,今 日の会 計 情 報 シ ステ ムの展 開で あ る。

この ように マニ ュアル ・システ ム → 機械化 システム(部 分 的 機 械 化 ・総 合

的 機 械 化)→ デ ー タ ・プ ロセ ッシ ング ・シ ステ ム →1.D・P.S.→ 情 報 処理

シス テ ムへ と,会 計 情報 の処 理 方 式 が 変 遷 して きたのは,た だ単 に 情 報 処理

技 術 が 発 達 した ことに よるばか りで な く,企 業 環 境 の複 雑 化 に と もな う情報

利 用者 の情報要 求の多様化について も,そ の必 然 性 をみ る こ とが で き よ う。

いずれに して も,情 報 シ ス テ ム と して の会 計 モ デル の展開をめざす ことに

なるのであ るが,そ の会 計 モデ ル の情報 処 理 ル ール と して,伝 統 的会 計 処 理

技術(複 式 簿記 機 構)の み を と りあ げ る場 合に 形 成 され る情報 システ ムが,
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伝 統 的 会 計 情 報 シ ス テ ムで あ る。 これ に対 して,コ ン ピ ュー タ ・プ ログ ラ ミ

ソ グ技 術 に よって会計処理 ル ールを展 開す る場合 の情報 システ ムが,コ ン ピ

ュー タ ・ベ ース の会 計 情 報 システムであ る。

この2つ の 会計 モ デ ル の融 合 可 能性 を 検討す るこ とこそ,会 計 情 報 シス テ

ミ

ム研 究の主要 な 課題 の1つ で あ る と 考 え られ るが,ASOBAT公 表 以来

の,会 計 の 新 しい領 域 の拡 張 は め ざ ま しく,企 業 環 境 の変 革 と複雑 性 の増 大

と と もに,会 計学 の領 域 の拡 大 に と もな うコン ピュータ ・ベ ースの会計 モデ

ル のテ リ トリーも拡大 され続けて きたので,ど こまで を対 象 とす る シ ステ ム

を も6て,会 計情 報 シス テ ムを設 計 す べ きであ るのか,決 断 しが た い の が実

状 で あ る。

皿 会 計 情 報 シ ス テ ム の 設 計

会計情報 システ ム設計 へのアプ ローチ と して,そ の設 計 方 法 に つ い て分 類

す れ ば,現 状 分析 に重 点 を おい た,帰 納 的設 計 法 の立 場 か らの,伝 統 的 会 計

情 報 シ ス テ ム と,理 想 シス テ ム の設 計 に重 点 を お いた,演 繹 的設 計法 の 立場

か らの,コ ン ピ ュー タ ・ベ ー ス の会 計 情 報 システ ムと して,そ の 特徴 を と ら

え る こ とが で き よ う。

伝 統的会計情報 システ ムは,人 間 の手 作業 を 中心 とす る マ ニ ュアル ・シス

テ ムと して特徴づけ られ,コ ミ ュニ ケ ー シ ョン ・シス テ ム と して も,貨 幣価

値 評 価 に よる会 計 情 報 に もとついた間接 的かつ一方的 コ ミュニケーシ ョンと

して と らえ られ る。 その システム 目標 と しては,企 業 の財 政 状 態 お よび経 営

成 績 に 関 す る会計情報 を測定 し,さ らに そ の利 害 関 係 者 達 に対 し伝達す るこ

とであ る。 しか し,こ の伝 統 的 会 計 モ デル の は たす 一元的情報に もとつ く利

害調整機能 のみでは,企 業 環 境 の激 変 に と もな う複 雑 性に対処すべ き情報要

求 を充足で きな くな って きた。 ここに,デ ー タ ・プ ロセ ッシ ン グに お け るマ

ニュアル ・システムか らコンピュータ ・システ ムへの移行 の必然性がみ られ

る。

コンピュータ ・ベ ースの会計情報 システ ムは,機 械 中心 的 な トー タル ・シ



会計システムと情報処理 25

ステムズ ・アプ ローチに よって特徴 づけ られ る傾 向があ るが,最 近 で は経 営

管理 シ ス テ ムの高 度 化に ともな う相 互的 コ ミュ'ニケ ー シ ョンをめ ざす マ ソ ー

マ シ ン ・システ ムと して展 開 され るように,シ ス テ ム 目標 の レベル ア ップが

顕 著 であ る。

したが って,従 来 の複 式 簿 記 シ ステ ムにみ られ る勘定 記入原則,取 引二 重

性原 則,貸 借 平 均 原 則 な どの会 計 処 理 ル ールをその ままプ ログ ラ ミングす る

方法は,制 度 会 計 と して の 適法 性 を保 持 す るため のサ ブ ・システ ムと しての

存在にす ぎな くな って くるのであ る。

すで に検討 して きた ように,伝 統 的 会 計 シ ス テ ム とい え ど も,種 々の段 階

で 機械 化 シス テ ムへ の移行が実践 されているので,コ ソ ピ ュー タ ・ベ ー スの

会 計 情 報 システ ムと同様に,「 シス テ ム分 析 と設 計」 の手 順 に従 って 捉 える

ことが一一般化 され てお り,き わ め て有 効 とな っ てい る。

そ こで伝統的会計 システムについて,デ ー タ ・イ ン プ ッ ト → デ ータ ・プ

ロセ ッシング → レポ ー ト・ア ウ トプ ヅ トとい う情報処理 の基本 パ ターンに

準拠 しなが らと らえてみ る と,次 の よ うに 図解 され よ う。

企業の他の情報
システム

伝 統 的 会計 システ ム

↓ーー
デ 誠
1計1計 ポ 計

.証.帳 ト報

工拠→ ご薄 → ÷告

フ ィ ー ドバ ック

蓼 琴 箋
ン ン ン

ろ ス スア テ
テム ム ム

こ の よ うに,会 計 証 拠(デ ー タ ・イ ン プ ッ ト)→ 会 計 帳 簿(デ ー タ ・プ ロ
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セ ッシ ング)→ 会 計 報 告(レ ポ ー ト ・ア ウ トプ ッ ト)と い う伝 統 モデ ル を,

識 別 サ ブシ ス テ ム → 測 定 サ ブシ ステム → 伝達 サ ブシステ ムとい うネ ッ ト

ワークと して と らえ ることに よって,伝 統 的会 計 シ ステ ムは,情 報 シ ス テ ム

と して の基 本 ネ ッ トワークをそ なえ ることにな るが,い か な る シス テ ムに つ

い て も,そ の構 成 要 素 と しては,イ ンプ ッ ト(複 数 の要 素),プ ロセ ス(一 定

の方 向),ア ウ トプ ッ ト(特 定 の 目的),コ ン トロール(一 定 の メカ ニ ズ ム),

お よび フ ィー ドバ ックが 存 在 す る。 すべての システ ムは,こ れ らの5つ の概

念 に よって 説 明 され うるのであ り,サ ブ シス テ ムの あ いだ の相 互 作用 も,こ

れ らの 構成 の オペ レーシ ョン と して検討 され うる。

伝統 的会計 システ ムの情報 システムへの展 開は,こ の よ うな分 析 と設 計 の

手 法 を もちいて検討 され ることにな るが,情 報 シ ス テ ム とは,意 思決 定 者 に

対 して 情報 の流 れ を 提供す るために 開発 された,種 々の構 成 要 素か らな る

ネ ッ トワークであ る。 したが って,そ の基 本 的 ネ ヅ トワー クにつ い て も,情

報 の 自動 化 へ の傾 向が 高 ま るに つれ て,コ ン ピ ュー タ ・シ ステ ムへ の適 用を

前提 に とらえる方法が,シ ステ ムの フ ロー チ ャー ト分 析 と して,一 般 化 され

て きた の で あ る。

こ こで 伝統的会計 システム の 一般 モデル と して,JamesT・Godfreyと
く　

ThomasRPrinceが 展 開 した モ デ ル を と りあ げ て み よ う。

こ の モ デ ル は,ま ず 識 別 サ ブ シ ス テ ム と して,次 の よ うに 示 され る。

A4

A1

A2 A3

一
鞍(

A8↓A5

騰 鎖 を繍 響 酬 一 牽 ンライン処理 された
デー タ

A

`

?A6 A9

騰 罫(
A7

他のシス

テムに対する

醗 汐
⑧

(ス トッ プ)』

⑩JamesT,GodfreyandThomasR・Prince,TheAccountingModelfrom

anInformationSystemsPerspective,TheAccoun七ingReview,January

1971・ ・PP・81～82・(武 田隆 二 著 「情 報 会 計 論 」p、48～61.)
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次に測定サ ブシステ ムは,次 の よ うに示 され る。

A10

璽
lAll

A諸 概 念

幽

A13

諸 手 続

A14A15

選択 オ ンライ ン
のための規準 で 処理 され

たデ ー タ

蝶 叢 。よ麟l
A19

パラメータお

よび変数の変化

コモ ン ・データ
ー←パ ラメータと

変 数の変化

コ ンピュー タ ・

プロ グ ラムの ク

ローズ ド・セ ット

選択された

目的適合的情報

最後に伝 達サ ブシステムと しては,次 の よ うに 示 され る。

A23

伝 達の ため
の諸条件

報告書の様式
と内容の変更

A28

ア カ ウ ンタン ト 利用者
による要求

この会計モデルは,そ の図 解 に も明確 に示 され る よ うに,全 体 と して3つ

の サ ブシ ステ ムの統 合 シス テ ム と して理 解 され る。 しか も,「 経 営 者 に よ る

意 思 決 定 過 程」(A18)に 対 し,わ ず か に 「パ ラ メー一タ お よび 変数 の変化」

(A19)を と り入 れ た 「選 択 され た 目的 適 合的情報」(A22)を 考 慮 して い る

もの の,モ デ ル 全体 と しては,従 来 の財務 諸表 を 中心 とす る財 務惰報 志向型

の伝統的会計 モデルであ る。
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コソピュータ ・ベースの会計情報 システムの場合,新 しいモデルの対象シ

ステムは,そ の範囲があまりにも拡大 されて しまうので,そ のシステムの具

体的設計面での定着性は乏 しく,と くに企業の他の情報 システムの設計か ら

離れてとりあげることは現実的でない。企業をめ ぐる情報要求の探究が急務

となる。

ASOBATは,第3章 外部利用者のための会計情報において,会 計情報

は財務管理について報告するための重要な手段であると同時に,外 部利用者

が行動す る場合の不確実性を軽減す るための主要な手段でもあると述べてい

る。 しか し,さ まざまの情報利用者の利用 目的に適合する報告を作成す るに

あたって,会 計情報のあらゆる利用者の要求を詳細に知ることは必要ではな

い。すなわち,現 在および将来の投資家,債 権者,従 業員,株 式取引所,政

府機関,取 引先その他などの外部利用者にとって,会 計情報は とりわけ重要

ではあるが,そ れ らの外部利用者の行動特性についでもっとよくわかるまで

は,あ る程度 まで大 まかな情報要求のパターン化による,多 元的評価による

情報提供機能を強調す るのである。そ して,(1)現 在および将来の持分投資家

な らびにその代表者による将来の数期間の利益の予測,(2)短 期債権者による

将来の財政状態と債務弁済能力の予測,(3)外 部利用者のすべての集団による

将来の期間の経営効率の予測,(4)資 源の委託者によるその管理保全に関する

判断などの意思決定に役立つ情報提供機能こそが,外 部報告会計に課せ られ
(11)

た新 しい課題であるとしている。

さ らに,ASOBATは,第4章 内部管理者のための会計情報において,

まず(1)管理会計の概念を明 らかに し,② 管理会計の奉仕す る経営管理機能を

論 じ,(3)経 営管理の情報の必要性を考察 し,(4)会 計情報への会計基準の適用

を吟味 し,(5)経 営管理者の情報要求の充足手段 として,伝 統的モデルか らの
く　ラ

会計情報,伝 統 的 モデ ル に よ らな い会 計 情 報を と りあげ ている。

すでに紹介 した ゴヅ ドブ リイー プ リンスの伝統 的会計 システ ムの一般モデ

⑳A.A。A.,op.cit.,p.19～36・(同 邦 訳p・29～54・)

⑫A・A・A・ ・ibid・ ・p・37～62・(同 邦 訳p.55～90.)
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ルは,ASOBATの 主 張す る 会 計 情 報 の 分 類 に した が って とらえるな ら

ば,典 型 的 な伝 統 モ デル か らの会 計 情報 のみ を と りあつ ・々うもので あ る。

ゴ ヅ ドブ リイ=プ リン スは,こ の一 般 モ デル を さ らに 情報 システム と して

発展 させたモデル と して,と くに伝 統 的 会 計 シ ス テ ム とマ ネ ジメン トの基本

的機能(管 理 会 計 の領 域)と の関 連 に留 意 しな が ら,会 計 情報 シス テ ムの一
く　ラ

般 モ デ ル を,次 の よ うな フ ロ ー チ ャ ー トを 描 い て 説 明 して い る 。

企業組織内の アカウンタント
経済的活動 による認知

オ ン ラ イ ンで
処 理 され た

B21

伝達のための
規 準

選 択 さ れ た

外部データ源泉

システムへの

インプッ ト

財 務 会 計
諸 ・手 続

経 営 計 画 と

統制のモデル

B5

観 察
の た め の
諸 条 件

に 対 す る
設計の明細

糸塀冷計1呵 と

紛 制に女封 『る
設 計の 明細

オ ンラインで
処理 された

オンラインで
処理 された

オ ンラインで
処理 された

報告書の様式
と内容の変更

た
書
れ
告
さ
報
求
部
要
外

B26

アカウンタン ト

B24

利 用 者

利用者による
要 求

⑬JamesT・GodfreyandThomasR・Prince,op・ ・cit・・pp・86～87・(武 田 隆

二,前 掲 書p・57～62・)



30 商 学 討 究 第24巻 第3号

選択された
情 報

選 択 さ れ た
デー タの処理

選択されだ
情報の表示

経営計画と統制
の ス ム

華
蓑

　
この会計情報 システムの一般 モデルは,ASOBATの 主 張す る,財 務 会

計 と管理 会計 とを統 合す る会計情報 システ ムと して設計 され た ものであ る。

この モデルは,デ ータ処理 に つ い て,「 シス テ ムに対 す る設 計 の 明細」(Bヤ)

と 「経 営 計画 と統 制 に 対 す る 設 計 の明細」(B8)の 対 応,「 財 務 的 諸概 念」

(B10)と 「管 理 諸概 念」(B12)の 対 応 とい う2つ の ス テ ップで の統 合 プ ロ

セ ス を示 し,さ らに デ ー タの 変換 につ いて,「 財 務 会 計 諸 手続 」(Bl4)か ら

の 「選 択 のた め の規 準」(B15)と 「経 営 計 画 と統 制 の モ デ ル」(Bl8)か ら

の 「モデ ル の選 択 」(B17)の 対 応 とい うス テ ップで,そ れ ぞ れ の 情 報 要 求

に 適 応 す るた めの伝達 システ ムへ の分岐を示 してい る。

し

すでに紹介 した伝統的会計 システムの一般 モデルでは,こ の 点 につ い て,

「他 の シス テ ムに対 す る コモ ンデ ータと して 役立つ取引 フ ァイル」(A9)と

して,他 の シス テ ムへ の サ ー ビス機 能 と して と らえたのみで あったが,こ

の モ デ ルで は,マ ネ ジ メン トの 基 本 的 職能 で あ る 計画(planning)と 統 制

(control)の た め の シ ス テ ム と して の 管理 会 計 システムと,財 務 会 計 シ ステ

ム との統 合 を意 図 して,著 る しい 変革 を試 み て い る点 は,注 目に 値 す るで あ

ろ う。

しか しなが ら,こ の モデ ルは,複 雑 多 岐 に わ た って拡 張 され る,新 しい会

計 の領 域 のす べ て を包 含す る ものでは ない し,こ の フ ロー チ ャー トに示 され

るほ どに,そ の実 践 的 展 開 も容 易 で は な い ので あ る。 と くに企業の他の情報.

シ ス テ ム との ネ ッ トワ ー ク,意 思 決定 シス テ ム との関 連,マ ネ ジ メ ン トの オ

ペ レー シ ョナ ル ・レベルで の各サ ブシステ ムの統合 ネ ッ トワー ク(情 報 源 か

らの 直接 的 入 力 や デ ー タ ・ベ ースの形成)と 戦 略 レベ ル ・管 理 レベ ル の情 報
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要 求 との適応 プ ロセス(情 報 処理 シ ス テ ムの モデ ル ・ノミソクの形成)な どの

設 計 を進 め る上 で の 今 後 の課題 も,ま こ とに 豊富 で あ る。

いず れ に しても,会 計情 報 シス テ ムを設 計す るた めに は,ど う して も新 し

い会 計 基 準 が 確 立 されて,そ の シス テ ム 目標 の 明細設 計 を 可能にす ること

が,先 決 問 題 で あ る。

ASOBATの 表 明以来,す でに7年 も経 過 した 現 在 に 至 る まで,今 だ
ノ

に,そ の実 践 的展 開 に よる検 証 を経 た,真 の会 計 情 報 シ ス テ ムの一一般 モデル'

の登 場 で きな い根 本原 因は,そ の展 開 され た モ デル のす べ て が,あ くまで も

概 念 モ デル に終 り,そ の実 証 研 究 へ の 手 が か りにす ぎない ことに帰結す るの

で ある。伝統 モデルか らの再 スター ト⊆そ大切で ある。

W会 計情報 システ ムの動 向

会計情報 システ ム設計上 の諸問題は,新 しい会 計 基 準 が 確 立 され な い現状

において,き わ め て複 雑 多 岐 に わ た って論 議 され てい るのであ る。そ こで,

そ のな か で も最 も重 要 と考 え られ る問題 にか ぎって,そ の 動 向を たず ね てみ

よ う。

まず 第1は,伝 統 的 会 計理 論 か ら脱却 して新 しい会計の領域を形成す る場

合の概 念 モデル と して,す で に 検 討 して きたASOBATを 根 底 に お い て

設 計 され た会 計情 報 システムの一般 モデルは,ど こまで 有 効 な もの で あ ろ う

か 。 す なわち,現 実 に 確 立 す る こ とを 前提 に して,は た して 財務 会 計 と管 理

会 計 を 統 合す るモデル の実現可能性は ど うなのであろ うか。 と くに管理会計

の具体的内容 と して,マ ネ ジ メン トに役 立つ 情 報 シ ス テムと しての展 開をは

か るために,ど の よ うな フ レー ム ワー クを必 要 とす るのであ ろ うか。

この点につ いては,す で にR.N.Anthonyが,き わ め て ユ ニ ー クな フ レ ー

く　

ムワー クを,組 織 に おけ る計 画 化 と統 制 の プ ロセス と して展 開 してい る。

⑯Rober七N.An七hony,PlanningandControlSystems;aFrameworkfor

An`dysis,1965・p・22・(高 僑 吉 之 助 訳 「経 営 管 理 シ ス テ ム の 基 礎 」p・27・)
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内部 指 向 の プ ロセ ス

この アソソニーのモデルの特徴 は,情 報 処 理 シ ス テ ムを,外 部指 向 の プ ロ

セ ス と しての財 務 会計 と,内 部 指 向の プ ロセ ス と して の マ ネジ メン ト・フ ァ

ソ クシ ョンズの双方 を支 える共通 基盤 と して・と らえてい ることであ り,こ の

よ うな 情報 処 理 シス テ ムの こ とを会計情報 システ ムとなずければ,会 計情 報

シ ス テ ム の一 般 モ デ ル と一致す るフ レーム ワークとなるのであ る。

しか しなが ら,こ れ らの フ レ ー ム ワー クに 示 され るほ どには,実 際 の シス

テ ム設 計 は容 易 で は な い。 これ らの モデルを 実証 レベルで 展 開す るために

は,い くつ か の 準 備段 階 が 必 要 と され よ う。 す なわ ち,ま ずmanagement

theoryとorganizatibntheoryと い う2つ の 理 論 へ の シ ス テ ムズ ・ア プ ロ

ーチに よ り,「 組 織 シス テ ム」 を確 立 し,そ の 「組 織 シ ス テ ム」 の統 合的 ネ

ッ トワークと しての情報 システ ムを とらえ ることか らは じめなければな らな

い。そ して,そ の情 報 シス テ ム と決 定 シ ス テ ムの関連につ いて も,プ ログ ラ
　 ロ 　 　 　 　 　 　

ム ドな意思決定過程 を とりあつか う自動決定 システム(情 報 決 定 シス テ ム)

と,ノ ン プ ログ ラ ム ドな意 思 決 定過 程 を と りあつか うマ ンーマ シン ・システ
● ● ・ ● ● ● 。 ●(藍5)

ム(決 定 情報 シス テ ム)と しての展 開 を はか るべ きで あ ろ う。

す なわち,こ こで は会 計 情 報 シ ス テ ム とい う名称に と どまることな く,よ

り高 次 の管理 情 報 シ ステ ムあ るいは企業情報 システム と して全体の フ レーム

ワークを と らえ ることに した方が,会 計情 報 シス テ ムの設 計 範 囲 が 定ま らな

い現状に おいて,.は るかに と り くみ や す い とい え よ う。

ここで の重要 なポ イン トは,意 思 決 定過 程 とマ ネ ジ メ ン ト活 動 との一体 化

を どの よ うに とらえ るべ きかであ る。

⑮ 山田一生稿,マ ネジメン トと情報 システム:管 理情報システムの新展開,情 報
科学論集第2号,p.13～15.
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H・A・Simonは,意 思 決 定(decisionmaking)を 経 営 管 理(managing)

と 同 義 語 に 取 り扱 う こ と に よ っ て,そ の 一 体 化 を は か っ て い る 。 す な わ ち,

企 業 経 営 に お け る 意 思 決 定 活 動 は,経 営 活 動 の 根 幹 で あ り,こ の 活 動 は 両 極

に あ る決 定 の 型 に よ っ て,次 図 の よ うに と ら え られ る。'

(マ ネジメン トの活動)(マ ネジメン トの階層)(意 思決定の型)

Programmed

Decisions

Strategicplanning-_ToP

Managemen
ManagerialControl__一._一_一 一Middle

Oprati・naLL。werN・np・ ・grammed

こ こ で,プ ロ グ ラ ム ドと は,コ ン ピ ュ ー タ の 決 定 ル ー ル と し て,情 報 の 自

動 化 を は か る こ と を 意 味 し,プ ロ グ ラ ム ドな 意 思 決 定 過 程 は,情 報 シ ス テ ム

と 決 定 シ ス テ ム と を 連 結 す る,情 報 決 定 シ ス テ ム と して と ら え られ る 。

プ ロ グ ラ ム ドな 決 定 に お い て,決 定 ル ー ル 概 念 の も と で,情 報 シ ス テ ム の

コ ン ト ロ ー ル 要 素 は,今 で は プ ロ セ ッサ(コ ン ピ ュ ー タ)の 一 部 と な り,'正

規 に 必 要 と さ れ る コ ン ト ロ ー ル に お け る 人 間 的 判 断 や 意 思 決 定 は,い ま や コ

くユの

ンピュー タで実行 された演算 に よって 自動的にな しとげ られ るのであ る。

/]ン トロー ル
ノ

/目 標

.イ 、ピ、 パフ寸一マンスの鱗
/一 タにプロ 時聞とコストの制約
/グ ラムされた 最 適 配 置

/お よび配置さ など

/れ た決定ルー杉

ぢ/1ノ乃'1労

/コ ン トロー ル.
'

'※1

'

,'
,'■ アウ トプ ッ ト

インプ ッ ト プロセッサ 自動的決定,意 巴

決定者への情報,
あ るいは他の シス

,テ ムへのインプット

外部および内部
の諸要素に関す

る情報

コンピ ュー タ

Oo

決定 ルー ル

T→

メ
,'

'

'

曹

ブ イー ドバ ツツ

＼ ⑯

II」田 一 生 稿OP.cit.,P.15.
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サ イバネテ ィックスにおけ る 自動制御機構 の よ うに,プ ログ ラム ドな 意 思

決 定 過 程 は,自 動 決 定 シ ステ ム と して,情 報 機 構 に 直 結 して確 立 され うる。

また,ノ ン プ ログ ラム ドな意 思 決 定 過 程は,マ ソ=マ シ ン ・シス テ ム と して

と らえ られるのであ るが,管 理 科 学 技 術 や マ ネ ジ メン ト ・シ ミュレーシ ョン

の発展 に よって,そ の領 域 は次 第 に プ ログ ラム ド化 され る傾 向にある といえ

よう。

いずれ に して も,マ ネ ジ メン トと意 思決 定 過 程 とは,情 報 シス テ ム ズ ・ア

くの

ブ ローチに よって,次 図 の よ うに と らえ られ る ので あ り,会 計情 報 シ ス テ ム

を設 計す る場 合 に も,こ の よ うな 基 本 構想 の も とに,構 築 され るべ きで あ ろ

う。

イ ンプッ ト

情 報

意 思決 定 者

価 値

システ ム

アウ トプッ ト

決 定

統 制

計 画 目 標

以上に よって も明 らかな ように,会 計情 報 シ ス テ ムを,企 業 の統 合的 情 報

シス テ ム と して展 開 しよ うとす る,ASOBATの 構 想 は,い まだ実 現 され

る段 階 で は な い が,情 報 シ ス テ ム構 築 の た め の設 計 プ ランと しては,試 行 錯

誤 の1ス テ ップ以上 の もの とい え る。

第2に は,会 計情 報 シ ス テ ムを,MISの 主 要 なサ ブ シ ス テ ム と して,そ

の機 能 分 析 に 関す る実 証 研 究 の第一歩 と して と らえるな らば どうな るであろ

うか。

すで に,AccountingとMISを め ぐる種 々の 論 議 につ い て と りあげて き

た ので あるが,フ ォーマ ル な情 報 シ ス テ ム と して,会 計 シ ス テ ムは,主 と し

(iOJoelERoss,ManagementbyInformationsystem,1970・,P・199.(鈴 木

幸 毅 ・山 田 一 生 訳 「現 代 経 営 の シ ス テ ム と 理 論 」p・106.)
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て外 部指向の プ ロセス と して,財 務 会 計 を 中心 に展 開 され て きたのであ る。

しか し,情 報 処 理 技 術 の発 展 に よ って,企 業 の他 の イ ン フ ォ ーマ ルな 情 報サ

ブシステ ムにつ いて も,そ の フ ォ ーマル 化 が す す め られ るとともに,統 合 的

情 報 シス テ ムを確 立 す る場 合の中核 サ ブシステムと して,会 計 シス テ ムへ の

情報 シス テ ムズ ・アプ ローチは,き わめ て今 日的 課題 とな って い る。

MISを 設 計 す る場 合 に お い て も,各 サ ブシ ス テ ムを結 合 し,全 体 と して

の 調和 を保 った 統 合 シ ステ ムを設計す るために,財 務 サ ブ シス テ ム と して の

(18)

会計 システ ムの存在は,き わ め て重 要 な もの とい え よ う。

携 賊

穆
会計原恥と

財 務

サ ブシステ ム

、。・製

⑱GosephF.1くelly,Compu七erizedManagementInformationSystem,1970,

P」88・
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しか し,企 業 の情 報 シ ス テ ムに対 して,一 般 に 要 求 され る と考 え られ る情

報 の種 類は,(1)歴 史 的 情 報(オ ペ レー シ ョナ ル ・マ ネ ジ メン ト層),(2)執 行

的 情 報(ス タ フ ・マ ネ ジ メン ト層),⑧ 決 定 情 報(エ クゼ クテ ィブ ・マ ネ ジ

メソ ト層)で あ り,会 計 シ ス テ ムは,そ の うち の歴 史 的 情 報 の大 部 分 を提供

してい るにす ぎないのが実状で ある。

この よ うな会計情報ン ステムの設 計をめ ぐる動 向のなかで,は た して情 報

シ ス テ ムの ロジ ックを,会 計 シ ス テ ムの 中 にそ の ま ま適 用 した り,複 式 簿 記

シス テ ム とい うブ ラ ッ ク ・ボ ックスを,コ ソ ピュー タ ・シ ス テ ムへ と移 行す

るだけで,融 合可 能 とな る ので あ ろ うか。 そ の意味では,も っ と着実 な実 証

的 研 究 の展 開 こそが,こ の課 題 へ の重 要 な 突破 口 とな るで あろ う。

そ して,そ の実 践 的 展 開 のた め に は,企 業 へ の シ ス テ ム ズ ・ア プ ローチの

適用に よる,実 践 レベル で の組 織 シ ス テ ムの確 立 と,そ の統 合 ネ ッ トワー ク

と して の情 報 システ ムの機能分析 こそが重要で ある。 さ らに,会 計情 報 シス

テ ムに と どま らず に,よ り高 次 の管 理 情 報 シス テ ムあ るいは企業情報 システ

ム としての展 開をはか るために,決 定 ル ール の設 計 用 具 と しての 管理科学や

企業行動の シ ミュレーシ ョンな らびに システ ム ・ダイナ ミックスへの期待 も

大 きいのであ る。

(48.10.4)




